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1 ．は じめに

。繋 驪 鬻1綴 覊 難ξ鰹墜驪 　 　
が火 の 始 末を で き る か ど うか や、火 災 の 初期段 階に地域

住民が、積極的に 防災行 動 を行 っ て 初期消火 を成功 させ

る こ とが で きるの か が 重要 なポイ ン トとな る。 地震火災 ．
に脆弱な木造住宅密集地域を数多く抱える東京 都 で は、
地域の 防災性向上の ために平棄か ら住民 参加 に基 づ く防

災 ま ちづ く り活 動や 自主防 災 に 関す る 啓発 等、地 域住 民

が自分の まちは自分で守 る とい う体制 、 意戯 を い か に し

て醸成す るか が 緊急 の 課題 となっ て い る 。
こ の ような課

題を解決す るに は、地域 の 地震火災 に係 る 危険度 と、事

前 に備え育成すぺ き地域 の 消火活動力 の 大 き さを コ ミュ

ニ テ ィ レベ ル で 評価す る事 がで きれ ば、きめ の 細 か い 震

災対策を実施するた めの 基礎資料 となる ば か りで な な く、

防災行政機 関 に よる都民 指 導の 指針 と し て 防災意職 、 防
災知 識の 向上に活用 で きる など、効果的 な震災対策を推

進す る こ とが で き る も の と考 え られ る。そ こ で 本研 究は 、

地 域の 住民、防災市民組織及び事業所な どに よ る消火活

動 の 可 能性に着目した評倔手法 （地域消火活動性能評価 ・

手法》を開発 し、地域 の 消火活動力が 地 震時 に お ける地

域別 出 火危険度 助
及び延焼危険度

3，の 低減に どの 程度効

果が あるの か を明 らか にする こ と を 目的 とす る。
　なお 、 本研究は 第 14期火災予防審議会地震対策部会で

審議された もの の
一

部で あ る 。 同 審議 会 で ご検討い た だ
い た 請先生方 に対 し 、 こ こ に飽 して 感謝 の 意を衷 します。

2 ．爵価指標の分類 ・整理

　地 域住民 に よっ て 消火 又 は延焼阻 止 活動が 可能な地震
火 災の 進展 （地震発 生〜出火 〜 出火 室 内火災〜1棟程度

火災）に応 じた地 域住民 の 消火行動 に着 目して、指標と

な る 事項 を施 設 的 な もの （資機材等保 有率 ） と非 旛 設 的

なもの （行動指標） とに分 類 して 図 1 の とお り整理 した。

図 り　地域消火活 勘 性能翻甌指標 の 分頬 ・整理

3．地域消火活動性能評価手法の 検討

3．tア ン ケート髏査等の 実施

　地域消火活動性能 を評価する指標の 寄与率を設 定す る

た め の 基礎 資 料 と して 、住民の 防災訓 練 へ の 参加回数や
参加串等 と火気始末行動や

一
次 初期消 火、二 次初期消 火、

一
且89一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



Institute of Social Safety Science

NII-Electronic Library Service

エnstitute 　 of 　 Sooial 　 Safety 　 Soienoe

延膳阻止 活動 との 閥 の 相関を調査す るた めア ン ケート囲

査及び 地域住民等 が使用 で きる消火資機材数の 調査を実

範した 。 ま た 、 こ の 調査 だ けで は防災訓練の 効果が 消火

活 動性 能の 向上 に、ど の 程度寄与す る の か が 不 明 で あ っ

たため、補足鯛査 として 東京消防庁都民防災教育セ ン タ
ー

（防 災館）来館者及 び 防 災 専 門家に対す るア ン ケート

調 査を奥施 した。

3．2地壊潰火活動性能評価手法の検肘 （図 2）
　住民 や防災市民 組織、事業所に 対 して 実施 したア ン ケ

ート調査結果に っ い て 鰍 的解析手法 を 用い て 分析 し、
統計資料が得られ ない行動指標及 び資機材等保有率 を推

針す る式を作成 し た。次 に 、全地域 で把握 可能な統計資

料 を も とに 行 動指標、盗機材等保有率か ら地震火災の 進

展 に対 応す る火気始末率、一一ix初期消火串 、
二 次初期消

火串、延焼阻止 率を算定す る式 を 作成 した。さらに 、火

気始末率、

一次初期消火率、 二次初期消火率、 延焼阻止

串を もと に 、 地 震火災が住民等 に よっ て 、 どの 段階で消

火される可能性が あるの か を評価する火災被害指数を算

定する式を作成した ． 最後に 、 火災被害指数 を も とに地

域消火活動性能及 び 出火 ・延焼危険度低誠効果を算定す

る式 を作成した 。

・目的変数 ：火気始末率、一
次 ・二 次初期 消火 串 、 延焼

阻止 率を箝定する式 にお い て変数とす る行動指標 ・資

機材等保有串 の うち 、 ア ン ケート綱査 に よリサ ン ブ ル

的ltreられ て い る もの につ い て、　CATDAPO2 に よ り分

析した。目的変数として 考慮する指標は衷 1 の とお り

で あ る 。 こ れ らの 擔標 に つ い て、全地域 で把握可 能な

統針資料等を説明変数とす る推灘式を作成 した。

　　　　　　　　　畿 1　目的変数
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  　また 、 最終的に選 ぼれた脱明 変数の 最適な組み 合わせ

は表 3の 通 りで あっ た 。
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各 説 明変数 とも 樋 C の マ イナ ス 値 の 最 大 が 50 を超 え

て い る の で、論理 的な脱明がで きな い もの 以外 は変数と

して 採用 した 。 説 明変 数各々 につ い て 、水 の 汲み 置きの

有無との クロ ス 集計を行い 、補正係数を股定す る こ とに

よっ て 、 地域 ご との 水の 汲み置き率 の 推辭式 を式 1 の と　　　　　　　　 「
お り設定 した 。

　　　　　　 式 1　水の汲み置き箪推触式・  r贓・岱礦 「げ ■髄 8 聹

水の 汲み置き串 識 0．61X （40 歳代以下比率 ×軌63十 50 代比串 X

LO6 十 60代 以上 比率 × 1．20》× 〔消火 避鏤 等馴練経験串 ×024

園 2　地 域消火 活動性能濁価手法の検討概念図

3．3 ア ン ケ
ート跼査に よる評価指標の

一
般化

　地域消火活動性能を騨価す る ための
一

連 の 計算式 に用

い る変数 の うち、地 域消 火活動 性 能稠 査 で 把握 され た水

の 汲み澄き率や家庭用消火器保有率など統訂資料が得ら

れ ない 指標 につ い て 、 耙握可能な統計資料をもとに 推計

式を作成 した。こ こ で は 文部科学省統針数理研究所に よ

り開発 され た変数選択 プ ロ グラ ム CAI　DAPO2 を利用 した g

こ の プ ロ グ ラ ム は カ テ ゴ ラ ル な 目 的 変数 に つ い て 、様 々

な脱 明 変数がある場合に、最適な説明変数を 選 択す るも

の で あ りAIC （赤池情報量基準）に基づ くもの で あ る。
  　ア ン ケート分析方法

・脱明 変数 ：CA1DAP （12を利用 して 表 1の 各指標をそれ

　ぞれ 目的変数とした場合、ア ン ケ
ート岡査の 質問項目

　の うち、性 別 や 年齢な ど統 計 資料等 、 全地域 で把 握 可

能 な項 目の 中か ら最適な変数の 組み 合わせを選択す る

　こ とと した。

｛2｝ア ン ケ
ー

ト躙査分析に よる推計弐の設定例

　水 の汲み置きを目的変数とした場合の （別TDAPO2 の 骭

弊結果は表 2 の とお りで あ る。

　　　 水の汲 み 置きを日的変数とした堝合の 計算結果

＋0．85）× （女性比率 ×侃 9＋0．97｝×｛防災市民組織構成員比寧

XO20 ＋qg6》

同様 の 手法 に よ り図 2 に示す各推計式を設 定した。

3．4 住昆の 活動と行動指標及び資機材等保有串 との 関係

　の股定

　統計資料及 び ア ン ケート調査結果 をも とに、資機材等
保 有率及 び 行 動指標 か ら火気始末串等を算定す る式 を作

成 した。
ω 火気始宋串に閏わる殴定
　火気始末段階 は 、 地震の 揺れ に より火気器具が転倒 し

た b、電熱器具上に 可燃物が落下す るな ど して 可燃物 に

一190一
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着火す るま で （地震発生〜出火） の 段階で あ り、火気器

具や 電 熟器 具 を使 用 して い た 人 が、地震 の 揺れを感 じて

とっ さに火を止 め た り、揺れ がお さま っ て か らス イ ッ チ

を切 っ た りする行動をイ メージする。 した が っ て 、 地域

別 出火危険度測定 にお け る 出火率の 設定手 法をも とに、
火気器具 （灯油ス トーブ 、 ガ ス コ ン ロ 等 ）及び 電気関係

（電 熟 器 具 、亀気機器等） か らの 出火 に対する地域的な

違 い を反映 し得 る次 の 指標 の影響を考慮 して検討 した結

果、式 2を 得た。
・行動指標 ：防災行 動 可能率、火気始末重要性認 識 率、
　電気始末重要性認 識率

　　　　　　　 弍 2 　火気始宋寧算定弍

〔2）一次初期消火串に関わる骰 定

　
一

次初期消火段階は、可燃物 に着火 して 炎が立 ちあが

る ま で の 状況 あ り 、 各家庭 に備 えて あ る消火器等 で 消火

で きる規模 （出火〜炎上 ： 出火か ら 3 分位）の 火災の 段

階で あ り 、 出火 場所 の住民に よ る単独消火をイ メ
ージす

る。こ こ で は 1995 年〜1998年 にお け る東京消 防 庁 管 内

の 建 物火 災データ 似 下 「火災帳票デ
ータ亅 とい う）か

ら、一
次初期消火段階に該当す る火災 事例 を抽出 し 、 住

民等 に よ る初期消火 が成功 した事 例か ら、消火方法 と
一

次初期消火 畢の 関係 を分析し 、 以下の 資機材等保有率及

び行動指標 と
一

次初期消火率 の 関係を検討 した。 また、
防災館 ア ン ケート調 査 か ら消火避難等訓練経験 と年代 に

よ る
一

次初期消火串の 向上効 果 を考慮 した 結果 、式 3 を

得た 。

。資機材等保 有率 ： 消火資機材保 有率 （家庭 用 消 火 器 保

　有串、水の 汲み置き率 、 簡易消火器具保有率）
・行動指標 ： 防災行動可能率 （大破率 、 在宅串 〕 、 消火

　避難等訓練経験串

　　　　　　弍 3　一次初期涓火串算定式
一次初期消火串 ＝ 比例係数 X 消火資機材係有率 X 消火資機材 によ

る消火成功串 x 劉練 による擂正係 数 x 年齢 による補 jE係数 × 防災

行動可能串

｛3〕二 次初期消火串に 関わる殴定

　二 次初期消火段階は、立 ちあが う た炎が 可燃物を伝わ

っ て 天 井に達す る規模 （炎上 〜 天 井着火 ：出火か ら 5 分

位）の 火災の 段階で あり、近隣住民の 協力 に よる消火 を

イ メージ す る。そ こ で、火 災 帳票 データを も とに 二 次初
期消火段階に相当す る火災事例を分析 し、以 下 の 資機材

等 保 有率 及 び 行 動指 標 と二 次初期 消火 率 の 関係 を検討 し

た e また、防災饋 ア ン ケート調 査 か ら消火避難等 訓練経
験と年代に よる二 次初期消火串の 向上効果 を分析 した結

果を考慮 した結果、式 4 を得た 。

・資機材等保有率 ：家庭用梢火器保有串、街頭消火器密

　 度 （本 ／   ）

・行動指標 ： 防災行動可能率 （大破率、在宅率）、隣保

　 共 助 率、人 口 密度 （人！  ）、消火 避 難 等 馴練経 験 率、
　 街 頭 消火器 認 識 率

　　　　　　 弍 4　二 次初期消火率算定式

｛4）　9 焼阻止率 に閧わる殴定

　延焼阻 止段階は、出火室全体に火が ま わ る規模か ら火

元 建 物 全体 に 火 が ま わ る 規模 （天 井着火〜1 棟程度火

災 ： 出火か ら 10分位） の火災の段階で あ り、住民に よ る
バ ケ ツ リレ ー

の ほ か 防災市民紐織や事業所の 自衛消防組

織に よ る組織的な延焼阻止 活 動 を イ メ
ージす る。そ こ で 、

以下の 資機材等保有率及び 行動指標 と延焼阻 止 率の 関係

を検討 した。
・資機材等保有串 ： 消火用水密度 （基／   ） 、 軽可搬 ポ

　ン プ密度 、 消防水利密度 （基 ／  ）、屋 内消火栓密度
・行動指標 ： 防災行動可 能率 （大破率 、 在宅率 ）、隣保

　共助 率、人 口密度 （人／  ）、消火避難等剔練経験率 、

　消防団員密度、災害時支援ボラ ン テ ィ ア 密度、軽可搬

　ポ ン プ 釧練軽験率

　また、活 動主体を  住民 、   防災市民組織、  事業所

の 自衛消防組織 の 3 つ に わけ、各々 の延焼阻止 率 を算定

し、これ らを合算す る こ とで 延焼阻止 串算定式 （式 5）
を設定 した。
　　　　　　　 式 5　延焼阻止率算定式

  佐民 延焼阻止 串＝比 例係数 x 消防 団員等に よる棉正係数 x 防

災行 動可 能串 × 隣保 共 助串 ×人 口 密度 X 水利距離 × 剛練によ る

梱正 係数

  防災市民 組識延焼 阻止 率胃比 例係数 x 水利使用可能範囲に火

点が入 る確串 X 防災市民 組織活動度／放水時面 ×軽可搬ポ ン プ

囿練 に よる縮正 係 数
  自衛 消防組織延 焼阻止 串

＝比 例係数× 〔延焼阻止活 動可能範囲に火点が 入る磁率）many「a

rPXA 内 81k魯 tt

3．5 地域淵火活 動性能 と住民活動との 閥係の 殿定

火気始末率等の 住 民 の 活 動率を も と に 火 災被害指数算

定式 及び 地域消火活動性能算定式、出火 ・延焼危険度低

減効果算定式を設 定 した。

｛1｝火災被害指薮

地域消火活 動 性 能 は、訓 練回 数等 の 行 動 指標や 街頭消

火器数等の 資機材等保有率の 状況に より、火気始末段階、
欣 欄 撒 飃 、 款 初期 楸 段 階誕 焼阯 段階、
延焼火災段階へ と進展 した 場合における、地域消火活動

の 期待値に よ っ て得 られ る よ うな もの と した n そこ で、
地域 ご とに火災に 至 る危険の あ る潜在的な火災が 1 件あ

る場合に火気始末段 階〜延焼火災段階まで の うち、どの

段階で 地震火災が 住 民 等 に よっ て 消火 され る可 能 性 が あ

るの か を 0〜 1，000 ま で の 指数で 評価する式 6 を設定 した 。

　　　　　　 式 6 火災被窩指数算定式

（2）火災被害櫓鼓に よ る地域消火活勘性能の 騨価

　火災被害指数 が 低 い 地域ほ ど 、 地域消火 活勦性能は 高
い こ とか ら、式 6 の 考え方を 取 り入れた式 7 により、火

災被害指数が 0 の 場合の 点数 が 100、 1，000 の 場合の 点数

が 0 と なる よ うな指標 を地域消火 活 動 性能 と し た。
　　　　　 式 7　地域消火活動性能算定弍

　　　 域消火活動性能留（1，0CO一火 災被轡指数｝／1

｛3｝出火危険度低 減効果の 評価

　出火危険度低減効果を、出火危険度 の 対 象 となる延焼
阻止 段階以降 へ の 進 展 割合の 減少分と と らえ、地城 ご と

に式 8 に よ り評価する こ と と した。
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式 8　出 火危盤度低濃効果算定弍

  延焼危険度低賊 効 果の 歸価

　延焼危険度低減効果を、延焼火災段階以降 へ の 進展 割

合の 減少分ととらえ、地域ご とに 式 9 に よ り評価す る こ

と とした。
　　　　　式 9 延焼危険度低減効果算定式

延焼危険産低減効果 ＝ 延焼面積
一
延焼面積》（（延 焼火災段隙 こ

至る確串／延焼火災段階至る碗率の都平 均）

は小 さくなる傾向がある。

（2｝ヨ睚謡堯危険度低黝 果

　延 焼危険度
S）
対する延焼面積 （  》の 低誠効果を、延

焼火災段階以降へ の 進展割合の 減少分 と とらえ、図 5 の

とお り評 価 し た。

4 ．ケ
ース ・ス タデ ィ の 実施

　こ れまで 設定 した評価式をもとに地域消火活動性能及

び 出火
・延焼危険度低減効果をもとに東京都 A 区で ケー

ス ・ス タデ ィ を実施 した結 果を以 下 に 示 す。

」Lt 地域消火活勘憾能の 解価結果

　地域消火 活動 性能を図 3 の とお り評価 した 。 その 結果 、

火気始末 率、一
次初期消火率、二 次初期消火 寧が比較的

高か っ た北部の 地 域で 地域梢火活動性能が 高く、これ ら

の 値が低か っ た 南部 の 地域で 地域消火活動性能が 低い 傾

向 が み られた。
地域消火活動性能

　　 囲 了5以上

　 　 圜 了2以上

　　 as　eg以上

　　 鷺 66以上

　 　 　、63以上

　　 ＆e 以上

　　 ±　57tU上
　　 窮 5似 上

　 　 ＝ そ れ未滴

図 3 地域消火活動性能評価箱果

4．2　幽火危険度・砥饒危険度億識効果の騨価結果

｛1）出火危険度低減効果

　総合出火 危険度ラ ン ク
2）に 対す る低減効果を、出火危

険度の 対 象 となる延焼阻止 段 階以降 へ の 進展 割 合の 減少

分 とと らえ 図 4 の とお り評価した 。

出火危険度低減効果

　　（ランクX10 ）

　　 囲10以上
　 　 　駆日以上

　 　 　 眦

　 　 駁 4以上

　 　 　±2以上

　 　 　 o を超える

　 　 　 ：
齢
0

図 4 　出火危険度低減効果

試算結果 は 地 域消火 活 勦 性能 と同様の 傾向 とな っ た。
これ は 出火危険度 ラ ン ク の 低減分 として 解価 して い る こ

とか ら、 出火 危 険 度の 高 い 地 域 ほ ど低 滅効果 が 大きくな

る傾向があり、逆 に 出火危険度の 低い 地域 で は低滅勧果

延焼危険度 （  ）

　 圖 12eOObl 上

　 eeeoeo以 i

　
・2eDO以i

　 thseD以±

　 こミ150以上

　 　 o以上

図 5　延携危険度低減効果

　出火危険度低減効果 と同様に 、 延焼危険度 の 高い 地域

ほ ど低滅効果が 大 き くなる傾向が あ り、 逆 に 延 焼危険度

の 低 い 地域で は低減効果は 小 さくなる傾向が ある。

5．おわりに

　地 震火 災 に よる被害の 拡大を防ぐた め に は 、 地域住民

に よ る出火防止や初期消 火、延焼 阻 止 活動などの 自主 的

な防災活動が 重要 となる 。
こ うした地震火災 へ の 対 応は、

火災 の 延焼拡大とともに変化 し 、 住民懾々 に よ る 出火 防

止 や初期消 火段階か ら近隣住民が連携 した初期消火 、 更

に は防災市民 組織な どを中心 と した組 織的な延焼阻止活

動 へ と移行 す る こ と となる。こ の よ うな住民 の 地 震火災

へ の 対応力向上には、普段か ら火 災の進展 状況 に応 じた

消火技術 の 向上 や 消 火 資機材を装備 して お くこ とが軍要

で あ る。 本 研 究の 結果、住民等の 初期消火活動 に よ り、

地震火災がどの 程度消火 される可能性が あ る の か を、住

民 や 防災市 民組 識 等 に よる防災訓 練状況と、 地域 に あ る

街頭消火器や軽可搬 ポ ンプ 等 の 消火資機材の 保有状況を

も とに評価する こ とが可能 と なっ た。
　今後、防災行政機関にお い て 、 地域の 防災性 能の 実態

を 把攝 した震 災 対策 に係 わ る地 域 ご との 重点指導項 目や

訓 練計画の 策定など、地域の 災害対応力 に応 じた効果的

な防災対策 の 推進 と 、 都民 の 「自らの 生命 は 自 らが 守

る」 とい う 自己 喪任の 原則 と 「自分 た ちの ま ちは 自分た

ちで 守 る亅 とい う隣保共助 の 二つ 理念に基づ い た自主的

な震災対策の 推進 に 向 け、本 地域消 火活動性能醇価手 法

が効果的に活用 され る ことを期待 したい 。
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